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　財政課財政係

　☎４７－１０１２

区　分 ３０年度決算額 ２９年度決算額 伸び率

自

主

財

源

市 税 39 億 1,047 万円 40 億 2,137 万円 ▲ 2.8％

諸 収 入 12 億 7,143 万円 14 億 7,264 万円 ▲ 13.7％

繰 入 金 7 億 3,741 万円 7 億 1,992 万円 2.4％

寄 附 金 3 億 9,002 万円 7 億 2,250 万円 ▲ 46.0％

使用料および手数料 3 億 5,135 万円 3 億 2,591 万円 7.8％

分担金および負担金 1 億 8,723 万円 1 億 9,026 万円 ▲ 1.6％

繰 越 金 1 億 7,906 万円 2 億 4,238 万円 ▲ 26.1％

財 産 収 入 2,650 万円 2,418 万円 9.6％

計 70 億 5,347 万円 77 億 1,916 万円 ▲ 8.6％

依

存

財

源

地 方 交 付 税 33 億 2,969 万円 33 億 9,204 万円 ▲ 1.8％

国 庫 支 出 金 21 億 5,443 万円 24 億 9,287 万円 ▲ 13.6％

県 支 出 金 11 億 7,907 万円 12 億 5,474 万円 ▲ 6.0％

市 債 10 億 8,770 万円 12 億 5,470 万円 ▲ 13.3％

譲 与 税・ 交 付 金 10 億 3,267 万円 10 億 111 万円 3.2％

計 87 億 8,356 万円 93 億 9,546 万円 ▲ 6.5％

合　　計　 158 億 3,703 万円 171 億 1,462 万円 ▲ 7.5％

平成３０年度決算の概要平成３０年度決算の概要
　一般会計を中心に概要をお知らせします。

　平成 30 年度は、市民交流センター（仮称）の建設に向けた準備として市民会館の解体工事

を行うとともに、中学校の各教室に大型液晶ディスプレイの整備や健康づくり推進計画の策定

などといった地域の活性化や安心して暮らせるまちづくりに向けた行政サービスの充実に取り

組みました。

　一般会計は、歳入から歳出を差し引いた額が 1 億 1,396 万円の黒字、そこから翌年度に繰

り越すべき財源 1,211 万円を除いた実質的な黒字額が 1 億 185 万円となりました。

　また、市債（借金）残高は、約 121 億円と前年度比では約 2．7 億円の減となっており、臨

時財政対策債を除く実質的な市債残高は、ピーク時の 4 割未満に減少するなど、「自立・持続

可能な財政基盤の確立」への取り組みの成果が表れたものとなっています。

一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況

　歳入総額は 158 億 3,703 万

円で、前年度より 12 億 7,759

万円（7.5%) の減となりました。

　うち自主財源は、水木しげる

ロードリニューアルに伴い記念

館入館料が増えた一方、市税や

ふるさと納税による寄附金が減

少したことなどにより前年度比

6 億 6,569 万円（8.6%）の減

となりました。

　また依存財源は、水木しげる

ロードリニューアル事業の減に

伴う国庫支出金や市債借入の減

等により、前年度比 6 億 1,190

万円（6.5%) の減となりました。

歳　

入

一般会計歳入一般会計歳入
158 億 3,703 万円158 億 3,703 万円

自主財源自主財源
44.5％44.5％

依存財源依存財源
55.5％55.5％

市　税
39 億 1,047 万円 (24.7%)
市民税、固定資産税、たばこ税など

諸収入
12 億 7,143 万円 (8.0%)
貸付金の元利収入など

繰入金
7 億 3,741 万円 (4.6%)
基金（貯金）を取り崩したお金

寄附金
3 億 9,002 万円 (2.5%)
ふるさと納税、一般寄附など

使用料および手数料
3 億 5,135 万円 (2.2%)
市営住宅などの公共施設の使用料や、

ごみ処理の手数料など

そのほか
2 億  556 万円 (1.3%)
繰越金、財産収入など

地方交付税
33 億 2,969 万円 (21.0%)
国税の一部が、市の財政状況など

に応じて交付されるお金

国庫支出金
21 億 5,443 万円 (13.6%)
市が行う事業に対する

国からの負担金や補助金

県支出金
11 億 7,907 万円 (7.4%)
市が行う事業に対する

県からの負担金や補助金

市　債
10 億 8,770 万円 (6.9%)
投資事業などを行うために

借り入れたお金（借金）

譲与税・交付金
10 億 3,267 万円 (6.6%)
地方消費税から配分されるお金など

分担金および負担金
1 億 8,723 万円 (1.2%)
保育料など

※臨時財政対策債とは…
　地方交付税の交付原資の不足に伴い、地方交付税に代わる一般財源として、特例的に発行が認めら
れている市債。市債発行に伴う元利償還金の全額が後年度の地方交付税に算入されます。

会計名 歳入決算額 歳出決算額

国 民 健 康 保 険 費 40 億 1,312 万円 39 億 5,783 万円

駐 車 場 費 3,764 万円 1 億 5,359 万円

下 水 道 事 業 費 26 億 3,254 万円 26 億 2,194 万円

高 齢 者 住 宅 整 備

資 金 貸 付 事 業 費
119 万円 29 万円

介 護 保 険 費 37 億 9,743 万円 36 億 8,871 万円

土 地 区 画 整 理 費 6,884 万円 3 億 9,069 万円

市 場 事 業 費 7,417 万円 7,173 万円

後期高齢者医療費 4 億   792 万円 4 億   703 万円

特別会計歳入歳出の状況特別会計歳入歳出の状況

一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況

　歳出総額は 157 億 2,307 万

円で、前年度より 12 億 1,249

万円（7.2%) の減となりました。

　主な特徴として、ふるさと

納税ＰＲ事業の減等により総

務費が前年比 6 億 4,056 千円

（22.5%）の減になったほか、

水木しげるロードリニューアル

事業の減等により土木費が 5 億

3,419 万円（24.2%）の減と

なった一方で、市民会館解体事

業等により教育費が2億1,896

万円（15.8%）の増となって

います。

区　分 ３０年度決算額 ２９年度決算額 伸び率

民 生 費 54 億 9,448 万円 55 億 1,303 万円 ▲ 0.3％

総 務 費 22 億      57 万円 28 億 4,113 万円 ▲ 22.5％

土 木 費 16 億 7,168 万円 22 億 0587 万円 ▲ 24.2％

教 育 費 16 億   805 万円 13 億 8,909 万円 15.8％

公 債 費 14 億 3,774 万円 14 億 4,904 万円 ▲ 0.8％

商 工 費 12 億 4,969 万円 14 億 7,519 万円 ▲ 15.3％

衛 生 費 10 億 6,807 万円 11 億 2,235 万円 ▲ 4.8％

消 防 費 4 億 9,297 万円 5 億 0,655 万円 ▲ 2.7％

農 林 水 産 業 費 3 億    879 万円 2 億 3,920 万円 29.1％

議 会 費 1 億 7,725 万円 1 億 8,039 万円 ▲ 1.7％

労 働 費 1,378 万円 1,372 万円 0.5％

合　　計 157 億 2,307 万円 169 億 3,556 万円 ▲ 7.2％

民生費
54 億 9,448 万円 (35.0%)
障がい者、高齢者、子育てなど

福祉に関する経費

一般会計歳出一般会計歳出
157 億 2,307 万円157 億 2,307 万円

教育費
16 億   805 万円 (10.2%)
小・中学校や学校給食センター、

幼稚園、図書館、公民館、体育施

設などに関する経費

総務費
22 億    57 万円 (14.0%)
課税徴収、市民窓口などに関する経費

土木費
16 億 7,168 万円 (10.6%)
道路、公園の整備や維持管理、市営

住宅の管理などに関する経費

商工費
12 億 4,969 万円 (8.0%)
各種資金融資、観光振興など

に関する経費

公債費
14 億 3,774 万円 (9.1%)
市が借り入れた市債（借金）

などの返済に関する経費

衛生費
10 億 6,807 万円 (6.8%)
健康診断、ごみ処理などに

関する経費

消防費
4億9,297万円(3.1%)
消防に関する経費

農林水産業費
3 億   879 万円 (2.0%)
農業、林業、水産業の振

興などに関する経費

議会費
1 億 7,725 万円 (1.1%)
議会の運営に関する経費

労働費
1,378 万円 (0.1%)
雇用対策などに関する経費

歳　

出

市債残高・基金現在高の推移市債残高・基金現在高の推移
※普通会計

※普通会計とは、会計の組み方が自治体ごとに

異なるため、統計的に財政比較が可能な仮の会

計として用いられるものです。


